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平成25年度（25年4月～26年3月）の決算がまとまり、9月議会において認定されましたので、

その概要についてお知らせします。また、詳細な数値等については、町ホームページにて公表して

います。

一般会計の決算額は、歳入102億6,840万3,982円（前年比▲3.2％）、歳出98億2,070万

1,548円（前年比▲3.0％）となりまして、差引額4億4,770万2,434円は26年度へ繰り越します。

【歳入】
町税収入は、24年度比較で5,288

万円（▲0.9％）の減額となり、21年度

より5年連続の減収となっています。町

内企業をとりまく環境が依然として厳

しい状況にあるため、法人住民税およ

び固定資産税（うち償却資産）が減収

していることが大きな要因となります。

一方で国の緊急経済対策などから、

国庫支出金（前年比：＋1億3,461万

円）や地方交付税（前年比：＋1,560万

円）が収入増となったことによって、町

だけではまかなえず、国や県に依存す

る財源の割合は、24年度比較で2.1ポ

イント高くなっています。

【歳出】
目的別に見ると、民生費の割合が一

番多くなっています。障がい者福祉事

業（3億8,630万円）や各種医療費支

給事業（1億8,574万円）がその主な

内容となります。

次に多いのは、小中学校の大規模・

耐震改修事業（5億5,070万円）を行っ

た教育費です。25年度は、坂上小・上三

川小・北小・本郷北小・明治小・明治南

小・明治中の計7校について改修を行

いました。なお、北小・本郷北小・明治

小については26年度に継続となって

います。

また、町消防団のポンプ車や活動服

の更新事業（1,524万円）や地域防災

計画策定事業（507万円）等により、消

防費の割合は前年比0.5ポイント高く

なりました。

民生費
308,055
（31.4％）

衛生費
80,623
（8.2％）

労働費
11
（0.0％）

農林水産業費
43,436
（4.4％）

商工費
6,772
（0.7％）

土木費
133,410
（13.6％）

消防費
48,404
（4.9％）

教育費
162,794
（16.6％）

公債費
91,794
（9.3％）

議会費
12,428（1.3％）

総務費
94,343
（9.6％）

歳出
982,070
（万円）

町税
572,089
（55.7％）

自主財源
677,472
（66.0％）

依存財源
349,368
（34.0％）

国庫支出金
123,279
（12.0％）

地方交付税
59,734
（5.8％）

町債
37,160
（3.6％）

地方消費税交付金
33,038（3.2％）

地方譲与税ほか
25,773（2.5％）

繰越金
48,805
（4.8％）

繰入金
31,905
（3.1％）

分担金・
負担金ほか
24,673
（2.4％）

県支出金
70,384
（6.9％）

歳入
1,026,840
（万円）
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特集
【特別会計及び水道事業会計の決算】

歳　　入
（前年度比）

歳　　出
（前年度比） 差　引　額 概　　要会　　計

農業集落排水事業
特別会計

水道事業会計
（収益的：営業面）

公共下水道事業
特別会計

後期高齢医療
特別会計

介護保険事業
特別会計

国民健康保険事業
特別会計

35億8,897万円
（+1.4％）

17億4,314万円
（+3.0％）

2億　208万円
（▲0.8％）

10億4,839万円
（▲16.7％）

2億7,074万円
（+6.0％）

5億2,879万円
（+1.4％）

33億　  46万円
（+2.5％）

16億5,213万円
（+3.1％）

1億9,873万円
（▲1.0％）

10億2,817万円
（▲17.8％）

2億6,656万円
（+6.3％）

4億8,753万円
（+0.2％）

保険給付費

介護サービスへの
給付費

後期高齢者医療広域
連合への納付金

下水管布設工事費や
処理場の維持管理費

4地区処理施設の
維持管理費

配水場の
維持管理費

2億8,851万円

9,101万円

335万円

2,022万円

418万円

4,126万円

特定の事業を行うために、一般会計とは区別して経理される各会計の決算は下表のとおりです。

決算の差引額については、それぞれ26年度へ繰り越されます。

基金（貯金）の残高
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基金の残高
一般会計、特別会計を合わせた町全体の基金【貯金】

の25年度末残高は、36億2,754万円（前年比：▲

2,216万円）とわずかながら減額となりました。なお、

基金残高を町民1人あたりに換算すると、115,376円

となります。

小中学校改修事業（H21より順次整備中）のために、

義務教育施設整備基金（▲8,690万円）を取り崩してい

る一方で、生涯学習センター整備基金（＋1億円）への

積立ても行っています。

起債の残高
一般会計、特別会計、水道事業会計を合わせた町全体

の起債【借金】の25年度末残高は、199億2,408万円

（前年比：▲8億803万円）となりました。なお、起債残高

を町民1人あたりに換算すると、633,697円となります。

25年度は、道路整備事業や小中学校改修事業、公共

下水道事業のために、計5億5,840万円を新たに起債

【借金】しましたが、これは25年度の公債費【借金返済

額】である12億5,610万円を下回るため、全体の残高

としては減少しています。
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特集
町の健全化判断比率（平成２5年度）
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基

づき、健全化判断比率と資金不足比率を公表します。

結果としまして、健全化判断比率は4指標ともに

「健全」段階となっています。

また、資金不足比率についても、全ての会計におい

て、「健全」段階となっています。

①実質赤字比率

一般会計の赤字の程度を指標化し、財

政運営の悪化の度合いを示すもの。

②連結実質赤字比率

全ての会計を合算して、町としての赤

字の程度を指標化し、財政運営の悪化の

度合いを示すもの。

③実質公債費比率

町債（借金）の返済のために、町税等の

経常的な収入がどれくらい使われている

かを指標化し、財政負担の度合いを示す

もの。

④将来負担比率

町が将来に向けて負担することになるお金の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する度合いを示す

もの。

※資金不足比率

　公営企業特別会計（一般会計とは切り離して、独立

採算制をとっています。）の資金不足を、公営企業の事

業規模となる「料金収入」の規模と比較して指標化し、

経営状態の悪化の度合いを示すもの。「健全」段階と

「経営健全化」段階との２つに区分されます。

「財政健全化計画」を作り、自主的な改善努

力による財政の健全化が求められます。

財政再生基準（レッドカード）

早期健全化基準（イエローカード）

「財政再生計画」を作り、国などの関与による

確実な再生に取り組むことになります。

上三川町の比率 早期健全化基準 財政再生基準指　　標

④将来負担比率

③実質公債費比率

②連結実質赤字比率

①実質赤字比率
̶

（赤字なし）

̶
（赤字なし）

8.4％

14.1％

14.09％

19.09％

25.0％

350.0％

20.00％

30.00％

35.0％

̶

【健全化判断比率】

上三川町の比率 経営健全化基準会　　計

農業集落排水事業
特別会計

公共下水道事業
特別会計

水道事業会計
̶

（資金不足なし）

̶
（資金不足なし）

̶
（資金不足なし）

20.00％

【資金不足比率】

算定対象範囲↓

一般会計

①
実
質
赤
字
比
率

③
実
質
公
債
費
比
率

④
将
来
負
担
比
率

一部事務組合など
小山広域保健衛生組合
石橋地区消防組合　ほか

第三セクターなど
上三川町農業公社

公営企業特別会計
公営事業特別会計
国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢医療

②
連
結
実
質
赤
字
比
率

▶問い合わせ先＝企画課　財政係　　　　911956
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